
JP 4864613 B2 2012.2.1

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　バレル内にスクリューが配備された押出機を具備する水性分散体の製造装置であって、
　押出機のスクリューの内部に、冷却用媒体を流す流路が形成されていることを特徴とす
る水性分散体の製造装置。
【請求項２】
　スクリューの直径が４０ｍｍを超えることを特徴とする請求項１に記載の水性分散体の
製造装置。
【請求項３】
　乳化剤存在下にて熱可塑性樹脂と水性媒体とを、バレル内にスクリューが配備された押
出機により混合して、水性媒体に熱可塑性樹脂を分散させる水性分散体の製造方法であっ
て、
　押出機のスクリューの内部に冷却用媒体を流してスクリューを冷却することを特徴とす
る水性分散体の製造方法。
【請求項４】
　スクリューの直径が４０ｍｍを超えることを特徴とする請求項３に記載の水性分散体の
製造方法。
【請求項５】
　押出機のスクリューの内部に導入する冷却用媒体の温度Ｔｃ（℃）を、下記式（１）の
関係を満足する温度に調節することを特徴とする請求項３または４に記載の水性分散体の
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製造方法。
　Ｔｃ≧Ｔｓ－７５　　（１）
　式（１）におけるＴｓは熱可塑性樹脂の軟化点（℃）である。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、水性媒体に熱可塑性樹脂が分散した水性分散体を連続的に製造するための水
性分散体の製造装置および製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　接着剤、塗料、樹脂改質剤等の原料として、水性媒体に熱可塑性樹脂が分散した水性分
散体が使用されることがある。
　水性分散体の製造方法としては、重合法および後乳化法が知られている。このうち、重
合法は、水性分散体を得る方法として広く採用されているが、単量体の重合性により生成
可能な熱可塑性樹脂の種類および単量体組成が限られ、また、重合反応のコントロールの
繁雑さや装置上の複雑さなどの問題を有している。
　一方、後乳化法は、乳化剤等の存在下、溶融した熱可塑性樹脂と水性媒体とを高剪断で
混合して、水性媒体に熱可塑性樹脂を分散させて水性分散体を製造する方法である。
　後乳化法による水性媒体の製造方法の具体例としては、例えば、特許文献１，２に、ポ
リオレフィンとカルボキシル基含有ポリオレフィンとを押出機により溶融混練後、水また
は塩基性物質の水溶液を供給し、これらを混合し、転相させて水性分散体を連続的に得る
方法が開示されている。
【特許文献１】特開昭６１－３４０６４号公報
【特許文献２】特開昭６３－４６２７３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　しかしながら、特許文献１，２に記載の方法では、スクリュー径３０ｍｍ程度の小型の
押出機を使用した場合には、所望の水性分散体が得られるものの、スクリュー径が４０ｍ
ｍを超える大型の押出機を使用すると、水性分散体の製造が困難になったり、所望の平均
粒子径の水性分散体（特に平均粒子径が１．５μｍ以下の水性分散体）が得られなかった
りした。
　例えば、スクリュー径３０ｍｍの同方向回転二軸押出機にて所望の水性分散体を得るこ
とができる条件（例えばバレル内温度、スクリュー回転数等）を、スクリュー径４０ｍｍ
を超える大型の二軸押出機にそのまま適用し、原料供給速度を押出機の規模に合わせて速
めても、所望の平均粒子径の水性分散体を得ることはできなかった。これは、大型の押出
機では、剪断発熱により樹脂温度が高い部分が生じて、剪断による微粒子化が困難になる
ことが原因であると思われる。
　そこで、剪断発熱を抑えるために、スクリュー回転数を下げたり、混練性の小さいスク
リュー構成に変更したりすることが考えられるが、これらの対策をとっても、所望の平均
粒子径の水性分散体を得ることはできなかった。
【０００４】
　また、特許文献１，２に記載の方法にて、スクリュー径が４０ｍｍを超える大型の押出
機を使用すると、未乳化物量が多くなった。得られた水性分散体は自然濾過方式による濾
過をすることがある。そのため、未乳化物量が多いと、その濾過の際に未乳化物だけでな
く、未乳化物に付着した一部の水性分散体も除去されてしまい、水性分散体の最終的な収
率が低下した。また、押出機内での転相による乳化方法では、得られた水性分散体を水中
へ分散して希釈槽中で希釈するが、未乳化物量が多いと、希釈の際に見かけ上の流動性が
低くなったり、空気の巻き込みが増えたりする傾向にある。その結果、希釈が完了するま
での時間が長くなり、生産性が低下した。このことから、未乳化物量は少ないことが求め



(3) JP 4864613 B2 2012.2.1

10

20

30

40

50

られる。
【０００５】
　本発明は、前記事情を鑑みてなされたものであり、大型の押出機を使用した場合でも、
所望の平均粒子径、特に平均粒子径１．５μｍ以下の水性分散体を連続的に製造でき、ま
た、得られる水性分散体中の未乳化物量を少なくできる水性分散体の製造装置および製造
方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者らが、大型の押出機を使用した場合に所望の水性分散体が得られない原因につ
いて鋭意検討を行い、大型の押出機では、スクリュー近傍の剪断発熱による樹脂温度の上
昇を抑制できないためであることを見出した。そして、その知見に基づいて、さらに検討
した結果、以下の水性分散体の製造装置および製造方法を発明するに至った。
【０００７】
［１］　バレル内にスクリューが配備された押出機を具備する水性分散体の製造装置であ
って、
　押出機のスクリューの内部に、冷却用媒体を流す流路が形成されていることを特徴とす
る水性分散体の製造装置。
［２］　スクリューの直径が４０ｍｍを超えることを特徴とする［１］に記載の水性分散
体の製造装置。
［３］　乳化剤存在下にて熱可塑性樹脂と水性媒体とを、バレル内にスクリューが配備さ
れた押出機により混合して、水性媒体に熱可塑性樹脂を分散させる水性分散体の製造方法
であって、
　押出機のスクリューの内部に冷却用媒体を流してスクリューを冷却することを特徴とす
る水性分散体の製造方法。
［４］　スクリューの直径が４０ｍｍを超えることを特徴とする［３］に記載の水性分散
体の製造方法。
［５］　押出機のスクリューの内部に導入する冷却用媒体の温度Ｔｃ（℃）を、下記式（
１）の関係を満足する温度に調節することを特徴とする［３］または［４］に記載の水性
分散体の製造方法。
　Ｔｃ≧Ｔｓ－７５　　（１）
　式（１）におけるＴｓは熱可塑性樹脂の軟化点（℃）である。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明の水性分散体の製造装置および製造方法によれば、大型の押出機を使用した場合
でも、所望の平均粒子径の水性分散体を連続的に製造でき、また、得られる水性分散体中
の未乳化物量を少なくできる。具体的には、スクリュー径が４０ｍｍを超える大型の押出
機を使用しても、スクリュー径４０ｍｍ未満の小型の押出機を使用した場合と同様に、所
望の平均粒子径（特に、平均粒子径１．５μｍ以下）の水性分散体を製造でき、また、水
性分散体中の未乳化物量を少なくできる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
（水性分散体の製造方法の概要）
　熱可塑性樹脂可塑性樹脂と酸変性オレフィン系樹脂と乳化剤を溶融混練したところへ、
アルカリ水溶液を注入し、さらに溶融混練することで、水相を連続相とする水性分散体へ
転相させ、冷却機にて、水の沸点以下まで冷却し、必要に応じて水中に希釈分散する。
【００１０】
（水性分散体の製造装置）
　本発明の水性分散体の製造装置（以下、製造装置と略す。）の一実施形態例について説
明する。なお、本発明の製造装置は、以下の実施形態例に限定されるものではない。
　図１に、本実施形態例の製造装置を示す。この製造装置１は、加熱可能なバレル１１内
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に２本のスクリュー１２ａ，１２ｂが配備された二軸押出機１０と、二軸押出機１０の先
端１０ａ側に設けられた冷却機２０と、二軸押出機１０のバレル１１および冷却機２０を
気密状態で連結する連結管３０と、バレル１１の末端１１ａ側に熱可塑性樹脂と酸変性オ
レフィン系樹脂、および乳化剤を供給する第１の供給手段４０と、バレル１１の中間部に
水性媒体を供給する第２の供給手段５０とを具備するものである。
　本実施形態例では、二軸押出機１０のスクリュー１２ａ，１２ｂの内部に、冷却用媒体
を流す流路１３が形成されている（図２参照）。
　以下、各構成について説明する。
【００１１】
　該製造装置１を構成する二軸押出機１０は、熱可塑性樹脂に水性媒体を添加した後、こ
れらを転相させるために使用される。ここでいう転相とは、熱可塑性樹脂中に水性媒体が
分散する状態から、水性媒体中に熱可塑性樹脂が分散する状態に転化することを意味する
。
　二軸押出機１０に備えられたスクリュー１２ａ，１２ｂの直径は特に制限されないが、
直径４０ｍｍを超える場合には、本発明の効果がとりわけ発揮されるため、好ましい。
　二軸押出機１０の２本のスクリュー１２ａ，１２ｂは、モータ１５によって駆動する。
２本のスクリュー１２ａ，１２ｂの回転方向は互いに同方向であってもよいし、異方向で
あってもよいが、同方向が好ましい。
【００１２】
　本実施形態例における二軸押出機１０のスクリュー１２ａ，１２ｂの流路１３は、スク
リュー１２ａ，１２ｂの末端１２ｃ側から先端１２ｄ近傍に向けて冷却用媒体を流す第１
の流路１３ａと、先端１２ｄ近傍にて冷却用媒体の流れ方向を反転させる第２の流路１３
ｂと、第１の流路１３ａの外側に設けられ、第２の流路１３ｂからスクリュー１２ａ，１
２ｂの末端１２ｃ側に冷却用媒体を戻す第３の流路１３ｃとを有するものである。
【００１３】
　冷却機２０としては、例えば、冷却用のジャケットを備えたスタティックミキサー、押
出機などが挙げられるが、好ましくは単軸押出機である。
【００１４】
　第１の供給手段４０としては、例えば、一般に押出機で使用される定量フィーダを用い
ることができる。定量フィーダを用いれば、所望の平均粒子径の水性分散体を容易に製造
でき、また、水性分散体中の未乳化物量をより少なくできる。
　第２の供給手段５０としては、例えば、水性媒体を充填する容器５１と、容器５１内の
水性媒体を二軸押出機１０に送り出すポンプ５２と、ポンプ５２および二軸押出機１０を
接続した供給管５３とを備える液体供給手段などが挙げられる。ポンプ５２としては、例
えば、ダイヤフラムポンプ、プランジャーポンプ等を使用できる。
【００１５】
　一般に、バレル近傍の熱可塑性樹脂はバレルの設定温度に追従しやすいため、剪断発熱
が生じても、バレルの設定温度を下げることにより、バレル近傍の熱可塑性樹脂の樹脂温
度を下げることができるが、バレル内壁から離れた位置（すなわち、スクリュー近傍）の
熱可塑性樹脂の樹脂温度は容易に下がらない。その傾向は、バレル孔径の大きくなる程、
強くなる。そのため、従来、大型の押出機では、剪断により熱可塑性樹脂を微粒子化する
ことは困難であった。
　これに対し、上述した製造装置では、スクリュー１２ａ，１２ｂの内部に流路１３が形
成され、それらの流路１３に冷却用媒体を流すことにより、スクリュー１２ａ，１２ｂを
冷却することができる。これにより、スクリュー１２ａ，１２ｂ近傍の熱可塑性樹脂の樹
脂温度を下げることができるため、スクリュー１２ａ，１２ｂ近傍でも剪断により熱可塑
性樹脂を容易に微粒子化できる。
　したがって、上記実施形態例の製造装置１によれば、所望の平均粒子径、特に平均粒子
径１．５μｍ以下の水性分散体を連続的に製造でき、また、得られる水性分散体中の未乳
化物量を少なくできる。この効果は、押出機が大型になる程（具体的にはスクリュー径が
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４０ｍｍを超える程）、とりわけ顕著に発揮される。
【００１６】
（水性分散体の製造方法）
　上述した製造装置１を用いた水性分散体の製造方法（以下、製造方法と略す。）につい
て説明する。
　本実施形態例の製造方法では、まず、バレル１１内を加熱した二軸押出機１０の２本の
スクリュー１２ａ，１２ｂを回転させながら、第１の供給手段４０により熱可塑性樹脂お
よび乳化剤をバレル１１の末端１１ａ側に連続的に供給する。そして、熱可塑性樹脂と乳
化剤とを溶融混練する。
【００１７】
　熱可塑性樹脂の供給量は二軸押出機１０の能力に（具体的には、スクリュー径）に応じ
て適宜選択することが好ましい。
　乳化剤の供給量は、熱可塑性樹脂１００質量部に対して０．５～１０質量部であること
が好ましい。乳化剤の供給量が、熱可塑性樹脂１００質量部に対して０．５質量部以上で
あれば、水性媒体に熱可塑性樹脂を容易に分散させることができ、１０質量部以下であれ
ば、水性分散体の泡立ちを防止できる。
【００１８】
　二軸押出機１０のバレル１１内温度は１４０～２５０℃に調整することが好ましい。分
散する樹脂の特性に応じて二軸押出機１０のバレル１１内温度を１４０℃以上かつ２５０
℃以下の範囲内とすれば、水性分散体を容易に製造できる。
【００１９】
　次いで、第２の供給手段５０により水性媒体をバレル１１の中間部に連続的に供給し、
さらに溶融混練して転相させる。
　水性媒体の供給量は、熱可塑性樹脂１００質量部に対して２．０～１００質量部である
ことが好ましい。分散する樹脂の特性に応じて水性媒体の供給量が、熱可塑性樹脂１００
質量部に対して２．０質量部以上かつ１００質量部以下の範囲内とすれば、熱可塑性樹脂
を容易に製造できる。
　水性媒体は、所望の平均粒子径の水性分散体を容易に製造でき、また、未乳化物量をよ
り少なくできることから、一定に供給することが好ましい。そのためには、第２の供給手
段５０のポンプ５２として精度の高いものを用いることが好ましい。
【００２０】
　その後、二軸押出機１０により得た転相体を、連結管３０を介して冷却装置に移送し、
水性媒体の沸点以下まで冷却する。これにより得られた水性分散体は、通常、所望の濃度
に希釈する。
【００２１】
　本実施形態例では、上記のように水性分散体を製造している際に、二軸押出機１０の各
スクリュー１２ａ，１２ｂの流路１３に冷却用媒体を流して、スクリュー１２ａ，１２ｂ
を冷却する。
　冷却用媒体としては、特に限定されないが多量に使用するのに適していることから、水
が好ましい。
【００２２】
　この製造方法における冷却用媒体の温度（Ｔｃ:℃）はバレル内温度以下であるが、過
度に低温の冷却用媒体を使用すると、スクリュー表面にて熱可塑性樹脂の再固形化が生じ
、繊維状の未乳化物が発生して未乳化物の総量が増加する傾向にある。そのため、この製
造方法では、各スクリュー１２ａ，１２ｂの流路１３に導入する冷却用媒体の温度（Ｔｃ
:℃）を、下記式（１）の関係を満足する温度に調節することが好ましい。
　Ｔｃ≧Ｔｓ－７５　　（１）
　式（１）におけるＴｓは熱可塑性樹脂の軟化点（℃）である。ここで、軟化点とは、ビ
カット軟化点のことであり、ＪＩＳ　Ｋ　７２０６に従い、荷重１０Ｎ、昇温速度５０℃
／時間の条件で測定した値である。
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【００２３】
　Ｔｃを、式（１）の関係を満足する温度に調節しないと、過剰冷却になり、粒状の未乳
化物だけでなく、繊維状の未乳化物も発生して、歩留まり低下、濾過作業負担増加および
廃棄物増加を引き起こし、環境への負荷が増大する上に、不経済になる傾向にある。また
、所望の平均粒子径を得ることも困難になる傾向にある。
【００２４】
　冷却用媒体の温度を調節する方法としては、冷却用媒体として使用できる温度を維持で
き、流路１３の閉塞や腐食が防止された方法が適用され、例えば、熱交換器にて冷却用媒
体を別の冷却用媒体で冷却して温度調節する方法が挙げられる。
【００２５】
　本製造方法で使用される熱可塑性樹脂としては、例えば、エチレン、プロピレン、１－
ブテン、３－メチル－１－ブテン、３－メチル－１－ペンテン、４－メチル－１－ペンテ
ン、１－ヘプテン、１－ヘキセン、１－オクテン、１－デセン、１－ドデセンなどのα－
オレフィンからなるホモポリマー、これらモノマーのコポリマー、これらモノマーと非共
役ジエン、共役ジエン、不飽和カルボン酸、不飽和カルボン酸無水物等とを共重合したコ
ポリマーなどが挙げられる。
　具体的には、ポリエチレン、ポリプロピレン、エチレン－プロピレン共重合体、エチレ
ン－プロピレン－共役ジエン共重合体、エチレン－ブテン共重合体、エチレン－ブテン－
プロピレン共重合体、エチレン－オクテン共重合体が好ましい。また、これらのホモポリ
マーまたはコポリマーにアクリル酸、メタクリル酸、マレイン酸、フマル酸、イタコン酸
、無水マレイン酸を導入した重合体も使用できる。
【００２６】
　また、熱可塑性樹脂としては、例えば、スチレンとブタジエンあるいはイソプレンのラ
ンダム共重合体やブロック共重合体、それらの水素添加物、酢酸ビニルなどのビニルエス
テルの各種共重合体とその加水分解物などを用いることもできる。ビニルエステルの各種
共重合体とその加水分解物の中では、エチレン―酢酸ビニルとその部分ケン化物または高
ケン化物を用いることが好ましい。
【００２７】
　熱可塑性樹脂には、例えば、酸化防止剤、安定剤、滑剤、可塑剤、無機充填剤などの添
加剤があらかじめ添加されていても構わない。
【００２８】
　酸変性オレフィン系樹脂としては、酸価が１０～２００ｍｇ／ｇの無水マレイン酸変性
ポリエチレン、無水マレイン酸変性エチレン－プロピレン共重合体、無水マレイン酸変性
ポリプロピレン、エチレン－（メタ）アクリル酸共重合体などが挙げられる。市販品とし
ては、三井化学（株）製の「三井ハイワックス２２０３Ａ」、三洋化成（株）製の無水カ
ルボン酸変性ポリプロピレン「ユーメックス１０１０」、無水カルボン酸変性ポリエチレ
ン「ユーメックス２０００」などが挙げられる。
【００２９】
　本製造方法で使用される乳化剤としては、各種のアニオン界面活性剤、ノニオン界面活
性剤が挙げられる。
　アニオン界面活性剤としては、例えば、第１級高級脂肪酸塩、第２級高級脂肪酸塩、第
１級高級アルコール硫酸エステル塩、第２級高級アルコール硫酸エステル塩、第１級高級
アルキルスルホン酸塩、第２級高級アルキルスルホン酸塩、高級アルキルジスルホン酸塩
、スルホン化高級脂肪酸塩、高級脂肪酸硫酸エステル塩、高級脂肪酸エステルスルホン酸
塩、高級アルコールエーテルの硫酸エステル塩、高級アルコールエーテルのスルホン酸塩
、高級脂肪酸アミドのアルキロール化硫酸エステル塩、アルキルベンゼンスルホン酸塩、
アルキルフェノールスルホン酸塩、アルキルナフタリンスルホン酸塩、アルキルベンゾイ
ルイミダゾールスルホン酸塩などが挙げられる。アニオン界面活性剤は１種を単独で使用
してもよいし、２種以上を組合せて使用してもよい。
　なお、上記乳化剤を構成する高級脂肪酸としては、カプリン酸、ウンデカン酸、ラウリ
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ン酸、ミリスチン酸、パルミチン酸、マーガリン酸、ステアリン酸、アラキン酸等の飽和
脂肪酸、リンデル酸、ツズ酸、ペトロセリン酸、オレイン酸、リノール酸、リノレン酸、
アラキドン酸等の不飽和脂肪酸、あるいはこれらの混合物が挙げられる。
　高級脂肪酸と塩を形成するための元素としては、ナトリウム、カリウム等のアルカリ金
属が挙げられる。
【００３０】
　ノニオン界面活性剤としては、ＨＬＢ（親水親油バランス）値が１０以上のものが使用
され、例えば、ポリオキシエチレンアルキルエーテル、ポリオキシエチレンアルキルフェ
ニルエーテル、ポリオキシエチレン脂肪酸エステル、ポリオキシエチレン脂肪酸アミドエ
ーテル、多価アルコール脂肪酸エステル、ポリオキシエチレン多価アルコール脂肪酸エス
テル、脂肪酸ショ糖エステル、アルキロールアミド、ポリオキシアルキレンブロックコポ
リマーなどが挙げられる。ノニオン界面活性剤は１種を単独で使用してもよいし、２種以
上を組合せて使用してもよい。
　ノニオン界面活性剤を２種以上組合せて使用する場合には、その混合物のＨＬＢが１０
以上になっていることが好ましい。
【００３１】
　また、水性媒体に熱可塑性樹脂を分散させるために、乳化剤の他に、ポリビニルアルコ
ール、ポリエチレングリコール等の水溶性高分子を用いてもよい。
【００３２】
　乳化剤は、粉体状または粒状の固体であってもよいし、液体であってもよい。
【００３３】
　本製造方法で使用される水性媒体としては、例えば、水または塩基性物質の水溶液が使
用される。
　塩基性物質としては、アルカリ金属、アルカリ土類金属、アンモニア、アミンやアルカ
リ金属の酸化物、水酸化物、弱酸塩、水素化物ならびに、アルカリ土類金属の酸化物、水
酸化物、弱酸塩、水素化物等の水溶液が挙げられる。塩基性物質は、１種を単独で使用し
てもよいし、２種以上を併用してもよい。
　水性媒体の中でも、水性分散体を容易に製造できることから、塩基性物質の水溶液が好
ましく、水酸化カリウムの５～３０質量％水溶液がより好ましい。
【００３４】
　以上説明した製造方法では、二軸押出機１０により熱可塑性樹脂と水性媒体を混合する
際に、スクリュー１２ａ，１２ｂの流路１３に冷却用媒体を流して、スクリュー１２ａ，
１２ｂを冷却することができる。これにより、スクリュー１２ａ，１２ｂ近傍の熱可塑性
樹脂の樹脂温度を下げることができるため、スクリュー１２ａ，１２ｂ近傍でも剪断によ
り熱可塑性樹脂を微粒子化できる。
　したがって、上記実施形態例の製造方法によれば、所望の平均粒子径、特に平均粒子径
１．５μｍ以下の水性分散体を連続的に製造でき、また、得られる水性分散体中の未乳化
物量を少なくできる。この効果は、押出機が大型になる程（具体的にはスクリュー径が４
０ｍｍを超える程）、とりわけ顕著に発揮される。
【００３５】
　上記のようにして得られる水性分散体は、熱可塑性樹脂の種類に応じて、付着性、耐食
性、ガスバリヤー性、耐チッピング性、耐ヒールマーク性などを発揮する。そして、発揮
する効果によって、製品表面の防湿剤、撥水剤、皮膜形成剤、コーティング剤として使用
されたり、繊維処理剤、ヒートシール剤、バインダー、プライマーなどとして他の材料と
複合化されて使用されたりする。
　また、水性分散体は、グラフト共重合体からなる樹脂改質剤の原料として使用すること
ができる。
【実施例】
【００３６】
　以下、本発明について製造例を示して説明する。
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０Ｎ、昇温速度５０℃／時間の条件で測定した値である。また、当然ながら熱可塑性樹脂
が二種以上の混合物であったり、添加剤を含む場合には、バンバリーミキサーなどで溶融
混練するなどして、組成に偏りが無い状態としてから測定した値である。ただし、同時に
供給する酸変性オレフィン系樹脂や乳化剤は含まないものとする。
【００３７】
［参考例］
　参考例として、スクリュー内部に流路が形成されていない小型の押出機を具備する製造
装置を用いて水性分散体を製造する例を示す。
　本例で使用する製造装置は、加熱可能なバレル内に２本のスクリューが配備された二軸
押出機（池貝鉄工（株）製、「ＰＣＭ－３０型」、Ｌ（スクリュー長さ）／Ｄ（スクリュ
ー直径）＝４０、スクリュー径２９ｍｍ）と、二軸押出機の先端側に設けられた冷却機で
あるジャケット付きスタティックミキサーと、二軸押出機およびスタティックミキサーを
気密状態で接続する連結管と、バレルの末端側に熱可塑性樹脂および乳化剤を供給する第
１の供給手段と、バレルの中間部に水性媒体を供給する第２の供給手段を具備するもので
ある。
　本例の二軸押出機は、スクリュー内部に冷却水を流す流路が形成されておらず、バレル
のヒーターのみにより温度制御するものである。
【００３８】
　ＬＬＤＰＥ（プライムポリマー社製、「エボリュー　ＳＰ０５４０」、ビカット軟化点
８３℃）と、該ＬＬＤＰＥ１００質量部に対して１０質量部の酸変性オレフィン系樹脂（
三井化学（株）製、「三井ハイワックス２２０３Ａ」、粘度平均分子量２７００、無水マ
レイン酸変性、融点１０７℃、酸価３０ｍｇ／ｇ）と、３質量部のオレイン酸カリウムを
タンブラーにて混合した。これにより得た混合物を、第１の供給手段により、上記二軸押
出機に８．８ｋｇ／時間で供給した。その際、二軸押出機のバレル内温度を２００℃に設
定した。
　また、水性媒体である１４質量％水酸化カリウム水溶液を第２の供給手段により、水溶
液として３質量部（水酸化カリウム０．４２質量部と水２．５８質量部）でバレルの中間
部に供給した。そして、二軸押出機により、ＬＬＤＰＥと酸変性オレフィン系樹脂とオレ
イン酸カリウムと水性媒体とを連続的に溶融混練した。
　得られた混練物を、二軸押出機出口側に設置したジャケット付スタティックミキサーで
９０℃まで冷却した。そして、冷却機２０から吐出した吐出物を、８０℃の温水中に投入
し、固形分４５質量％になるように調整して、水性分散体を得た。
【００３９】
　この水性分散体の平均粒子径および未乳化物の質量割合を以下のようにして求めた。こ
れらの結果を表１に示す。なお、表１中の「％」は「質量％」のことである。
【００４０】
＜平均粒子径＞
　水性分散体における平均粒子径をＭｉｃｒｏｔｒａｃ ＵＰＡ (Ｍｏｕｎｔｅｃｈ Ｃｏ
．Ｌｔｄ社製)により測定した。
＜未乳化物の質量割合＞
　水性分散体を１００メッシュのステンレス製金網で濾過し、メッシュ上の残留分を水洗
、乾燥した後、濾過残留固形分の質量を測定した。そして、下記式（２）により水性分散
体中の未乳化物の質量割合を求めた。
　未乳化物の質量割合（質量％）＝［濾過残留固形分の質量（ｇ）／全固形分の質量（ｇ
）］×１００（質量％）　（２）
　この未乳化物の質量割合が約５０質量％以下であれば、水性分散体の収率低下および生
産性低下を抑制できる。
【００４１】
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【表１】

【００４２】
［製造例１］
　本例は、スクリュー内部に冷却水を流す流路が形成された大型の押出機を具備する製造
装置を用いて、参考例と同様の原料比率で、製造量が参考例の２２倍以上になるように、
水性分散体を製造する例である。
　本例で使用する製造装置は、図１に示すような、加熱可能なバレル１１内に２本のスク
リューが配備された二軸押出機１０（池貝鉄工（株）製、「ＰＣＭ－８７型」、Ｌ／Ｄ＝
４１、スクリュー径８３ｍｍ）と、二軸押出機１０の先端側に設けられた冷却機２０であ
るジャケット付きスタティクミキサーと、二軸押出機１０および冷却機２０を気密状態で
接続する連結管３０と、バレル１１の末端１１ａ側に熱可塑性樹脂と酸変性オレフィン系
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樹脂および乳化剤の混合物を供給する第１の供給手段４０と、バレル１１の中間部に水性
媒体を供給する第２の供給手段５０とを備えたものである。
　この製造装置１の二軸押出機１０の各スクリュー１２ａ，１２ｂの内部には、冷却用媒
体である冷却水を流す流路１３（直径１０ｍｍ）が設けられている（図２参照）。
【００４３】
　また、この製造装置１は、ポンプによりスクリュー１２ａ，１２ｂの流路１３に冷却水
を供給し、スクリュー１２ａ，１２ｂの流路１３から排出された冷却水を冷却し、その冷
却された冷却水を再びスクリュー１２ａ，１２ｂの流路１３に供給する冷却水供給ユニッ
トを具備する。この冷却水供給ユニットは、スクリュー１２ａ，１２ｂの流路１３から排
出された冷却水を、その冷却水とは別の冷却水（二次冷却水）と熱交換することによって
冷却する。スクリュー１２ａ，１２ｂを冷却する冷却水の温度は、二次冷却水の流量によ
り調節した。
【００４４】
　本例では、まず、ＬＬＤＰＥ（プライムポリマー社製、「エボリュー　ＳＰ０５４０」
）と、該ＬＬＤＰＥ１００質量部に対して１０質量部の酸変性オレフィン系樹脂（三井化
学（株）製、「三井ハイワックス２２０３Ａ」）と、３質量部のオレイン酸カリウムとを
混合した。これにより得た混合物を、第１の供給手段４０により、二軸押出機１０に１９
４ｋｇ／時間で供給した。その際、二軸押出機１０のバレル１１内温度を２００℃に設定
した。
　また、水性媒体である１４質量％水酸化カリウム水溶液を第２の供給手段５０により、
水溶液として３質量部（水酸化カリウム０．４２質量部と水２．５８質量部）でバレル１
１の中間部に供給した。そして、二軸押出機１０により、ＬＬＤＰＥと酸変性オレフィン
系樹脂とオレイン酸カリウムと水性媒体とを連続的に溶融混練した。
　得られた混練物を、二軸押出機１０出口側に設置した冷却機２０であるジャケット付ス
タティックミキサーで９０℃まで冷却した。そして、冷却機２０から吐出した吐出物を８
０℃の温水中に投入し、固形分濃度４３質量％になるように調整して、水性分散体を得た
。
　本例の製造方法では、二軸押出機１０のスクリュー１２ａ，１２ｂの流路１３に、２８
℃の冷却水を供給した。各スクリュー１２ａ，１２ｂから排出された冷却水の温度は５５
℃であった。
　得られた水性分散体の平均粒子径、未乳化物の質量割合の測定結果を表１に示す。
【００４５】
［製造例２］
　二軸押出機１０のスクリュー１２ａ，１２ｂの流路１３に導入する冷却水の温度を４℃
とした以外は製造例１と同様にして、水性分散体を得た。
　得られた水性分散体の平均粒子径、未乳化物の質量割合の測定結果を表１に示す。
【００４６】
［製造例３］
　本例では、まず、三洋化成（株）製の無水カルボン酸変性ポリプロピレン「ユーメック
ス１０１０」（質量平均分子量３０，０００、軟化点１４５℃、酸価５２ｍｇ／ｇ）と、
該無水カルボン酸変性ポリプロピレン１００質量部に対して８質量部のオレイン酸カリウ
ムとを混合した。これにより得た混合物を、第１の供給手段４０により、二軸押出機１０
に１６６ｋｇ／時間で供給した。その際、二軸押出機１０のバレル１１内温度を２３０℃
に設定した。
　また、水性媒体である２０質量％水酸化カリウム水溶液２２質量部を、第２の供給手段
５０によりバレル１１の中間部に供給した。そして、二軸押出機１０により、無水カルボ
ン酸変性ポリプロピレンとオレイン酸カリウムと水性媒体とを連続的に溶融混練した。
　得られた混練物を、二軸押出機１０出口側に設置した冷却機２０であるジャケット付ス
タティックミキサーで９０℃まで冷却した。そして、冷却機２０から吐出した吐出物を８
０℃の温水中に投入し、固形分濃度３９質量％になるように調整して、水性分散体を得た
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。
　本例の製造方法では、二軸押出機１０のスクリュー１２ａ，１２ｂの流路１３に導入す
る冷却水の温度を７２℃とした。
　得られた水性分散体の平均粒子径、未乳化物の質量割合の測定結果を表１に示す。
【００４７】
［製造例４］
　スクリュー１２ａ，１２ｂの流路１３に導入する冷却水の温度を６５℃とした以外は製
造例３と同様にして、水性分散体を得た。
　得られた水性分散体の平均粒子径、未乳化物の質量割合の測定結果を表１に示す。
【００４８】
［製造例５］
　本例では、まず、三洋化成（株）製の無水カルボン酸変性ポリエチレン「ユーメックス
２０００」（質量平均分子量１６，０００、軟化点１０８℃、酸価３０ｍｇ／ｇ）と、該
無水カルボン酸変性ポリエチレン１００質量部に対して７質量部の三井ハイワックス２２
０３Ａと、１０質量部のオレイン酸カリウムとを混合した。これにより得た混合物を、第
１の供給手段４０により、二軸押出機１０に１５６ｋｇ／時間で供給した。その際、二軸
押出機１０のバレル１１内温度を２００℃に設定した。
　また、水性媒体である２０質量％水酸化カリウム水溶液３２．６質量部を、第２の供給
手段５０によりバレル１１の中間部に供給した。そして、二軸押出機１０により、無水カ
ルボン酸変性ポリエチレンとオレイン酸カリウムと水性媒体とを連続的に溶融混練した。
　得られた混練物を、二軸押出機１０出口側に設置した冷却機２０であるジャケット付ス
タティックミキサーで９０℃まで冷却した。そして、冷却機２０から吐出した吐出物を８
０℃の温水中に投入し、固形分濃度３２質量％になるように調整して、水性分散体を得た
。
　本例の製造方法では、二軸押出機１０のスクリュー１２ａ，１２ｂの流路１３に導入す
る冷却水の温度を３４℃とした。
　得られた水性分散体の平均粒子径、未乳化物の質量割合の測定結果を表１に示す。
【００４９】
［製造例６］
　スクリュー１２ａ，１２ｂの流路１３に導入する冷却水の温度を５℃とした以外は製造
例５と同様にして、水性分散体を得た。
　得られた水性分散体の平均粒子径、未乳化物の質量割合の測定結果を表１に示す。
【００５０】
［製造例７］
　製造例１と同様の製造装置１および同様の原料を使用したが、スクリュー１２ａ，１２
ｂの流路１３に冷却水を流さず、大気開放とした以外は製造例１と同様にして、水性分散
体を製造しようとした。しかし、冷却機から吐出した吐出物は、水に分散せず、水性分散
体を得ることができなかった。
【００５１】
　押出機のスクリューの流路に冷却水を流した製造例１～６の水性分散体の製造方法では
、押出機が大型であっても、所望の平均粒子径の水性分散体を製造でき、また、未乳化物
量を少なくできた。特に、製造例１では、小型の押出機を使用した場合と略同等の結果が
得られた。
　これに対し、押出機のスクリューの流路に冷却水を流さなかった製造例７の水性分散体
の製造方法では、水性分散体を得ることすらできなかった。
【図面の簡単な説明】
【００５２】
【図１】本発明の水性分散体の製造装置の一実施形態例を示す模式図である。
【図２】図１の水性分散体の製造装置におけるスクリューを説明する図である。
【符号の説明】
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【００５３】
　１　製造装置（水性分散体の製造装置）
１０　二軸押出機
１１　バレル
１２ａ，１２ｂ　スクリュー
１３　流路
１３ａ　第１の流路
１３ｂ　第２の流路
１３ｃ　第３の流路
２０　冷却機
３０　連結管
４０　第１の供給手段
５０　第２の供給手段
５１　容器
５２　ポンプ
５３　供給管

【図１】 【図２】
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